
別記様式第２号 

平成 28 年度山形県内住宅移転支援事業計画書（当初・変更後）（記入例） 

 

申請者氏名            

 

応 急 仮 設 住 宅 等 の 住 所  

移 転 先 住 所  

移転予定日 平成  年  月  日 入居予定人数       人 

現在の応急仮設住宅等へ入居している家族の構成 

氏 名 性別 続柄 生年月日 年齢 勤務先又は通学先 
勤務先又は通学先

の所在市町村 
年間所得額 

        

        

        

        

転居理由（チェック） □住居が手狭  □家賃が低廉な住宅へ移る □貸主都合 □その他（   ） 

交 付 申 請 額 

限度額と経費内訳の

いずれか低い方の額 

 

※限度額 

複数人世帯 50,000 円 

単身世帯 30,000 円 

 

交付申請額   41,300  円 

経費内訳 当 初 変更後 

1.引越業者による運送費         

2.レンタカー費用            

3.レンタカー給油費用          

4.その他（     ） 

 

 5.寄付、補助額      

    135,000 円 

     5,000 円 

1,300 円 

 

 

▲100,000 円 

        円 

        円 

        円 

        円 

 

▲       円 

計 41,300 円         円 
 

添付書類チェック 

①、③は必須 

 

※福島県の家賃補助の

事前確認を受けた場

合は①を②に替える

ことができる。 

① 

□住民票謄本（世帯全員分） 

□住民票により二重生活の確認ができない場合の確認資料（例：電気料

金明細） 

□平成 28 年度分所得（課税）証明書（平成 27 年分） 

② 

□福島県民間賃貸住宅等家賃補助事業補助金第７条における収入要件の

事前確認を受けた場合は、確認結果の通知（福島県補助要綱第 2 号様

式）の写し 

③ 

□現在居住している応急仮設住宅等の入居許可証又は貸与許可書の写し 

※入居人数が確認できる書類の写し 

（□※山形県が提供する借上げ住宅に入居している場合は不要） 

□預金通帳の写し 

 

 

 

 

 

 

収入要件（月額所得 21 万４千円以下）の計算方法 
 

基準額 ＝ 
世帯全員の年間所得の合計－（38 万円×同居者数） 

≦ 214,000 円 
12 箇月 

 
※ 母子避難又は父子避難の二重生活世帯に該当している場合は、世帯全体の年間所得を２分の

１した金額（１円未満の端数は切捨て） 

 

業者見積がある場合は、その額を記載し、

見積書を参考に添付してください。 



別記様式第５号 

（記入例） 

平成 年 月 日 

 

山形県知事 吉 村 美栄子 殿 

 

申請者 氏 名             ㊞ 

現住所 

（被災時住所              ） 

連絡先 

 

平成 28 年度 山形県内住宅移転支援事業費補助金実績報告書 

 

平成 年 月 日付け第  号をもって交付決定の通知があった標記補助金について、山

形県補助金等の適正化に関する規則第 14 条の規定によりその実績を関係書類を添付して報

告する。 

 

記 

 

応急仮設住宅等の住所  

移 転 先 住 所  

移 転 完 了 日 平成  年  月  日 入居人数       人 

既交付決定額 35,000 円 

移転に要した実支出額 

 

※他の団体から補助（寄付）

を受ける場合はその補助

（寄付）額を差し引いた

金額 

 

経費内訳 金 額 

1.引越業者による運送費         

2.レンタカー費用            

3.レンタカー給油費用          

4.その他（     ） 

 

 5.寄付、補助額      

        135,000 円 

            円 

            円 

            円 

 

▲  100,000 円 

計          35,000 円 

□引越業者の領収書（写） □レンタカー会社の領収書（写）  

□レンタカーへの給油領収書（写）（原則レンタカー返却日と同日付け） 

□賃貸借契約書(写) □入居許可証（写） □その他知事が必要と認める書類 

 

 


